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２　民間給与関係資料

　今回の報告の基礎となった平成２９年職種別民間給与実態調査の概要は，次のとおりである。

⑴　調査の目的と時期

　この調査は，一般職に属する職員の給与を検討するため，平成２９年４月現在における民間給与

の実態を調査したものである。

⑵　調査機関

　　人事委員会及び人事院

⑶　調査の範囲

①　調査対象事業所（母集団事業所）　全産業の企業規模５０人以上で，かつ，事業所規模５０人以

上の県内の民間事業所　１,２７７事業所

②　調査対象職種　７６職種（行政職相当職種２２職種，その他の職種５４職種）

⑷　調査対象の抽出

①　標本事業所の抽出　⑶の①に記載した事業所を，組織，規模，産業により１５層に層化し，こ

れらの層から２６２事業所を無作為に抽出し，実地調査を行った。

　　調査の完結した事業所は，第１３表のとおりである。

②　従業員の抽出　初任給関係以外の調査職種については，これに該当する従業員が多数に上る

ときは，抽出した従業員について調査を行った。

　　なお，臨時の従業員及び役員は全て除外した。

⑸　集　計　

①　調査実人員　初任給関係５４８人（行政職に相当する調査実人員４９２人），初任給関係以外の調査

職種１１,３２７人（行政職に相当する調査実人員１０,０１７人。なお，調査職種該当者（母集団）の推定

数は，９２,０１７人であり，行政職に相当するものは，６７,９２９人である。）

②　総計及び平均の算出に際しては，母集団に復元して行った。
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第１３表　産業別，企業規模別調査事業所数

５０人以上
１００人未満

１００人以上
５００人未満

５００人以上規　模　計
企業規模

産業

事業所
４２

事業所
８８

事業所
９３

事業所
２２３産 業 計

０１０１農 業 ， 林 業 ， 漁 業

１３５９
鉱 業 ， 採 石 業 ， 砂 利
採 取 業 ， 建 設 業

２６４９５５１３０製 造 業

１１１１３２５
電気・ガス・熱供給・水道業，
情報通信業，運輸業，郵便業

１７４１２卸 売 業 ， 小 売 業

１３１５
金 融 業 ， 保 険 業 ，
不 動 産 業 ， 物 品 賃 貸 業

１２１４１５４１
教 育 ， 学 習 支 援 業 ，
医療，福祉，サービス業

（注）１　上記調査事業所のほか，企業規模又は事業所規模が調査対象となる規模を下回っていたため調査対象外であるこ

とが判明した事業所が２所，調査不能の事業所が３７所あった。

　　　２　調査対象事業所２６２所から企業規模又は事業所規模が調査対象外であることが判明した事業所２所を除いた２６０

所に占める調査完了事業所２２３所の割合（調査完了率）は，８５.８％である。

　　　３　「サービス業」に含まれる産業は，日本標準産業大分類の「学術研究，専門・技術サービス業」，「宿泊業，飲食

サービス業」，「生活関連サービス業，娯楽業」，「複合サービス事業」及び「サービス業（他に分類されないも

の）」（宗教及び外国公務に分類されるものを除く。）である。
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第１４表　職種別，学歴別，企業規模別初任給

５０人以上
１００人未満

１００人以上
５００人未満

５００人以上企業規模計学　　歴職　　種

円１９１,９３０円１９６,４８１円１９９,６２９円１９７,６６１大 学 卒

新卒事務員・
技 術 者 計

X１６７,０６３１８１,７６６１７２,０５４短 大 卒

１５８,０２５１６３,６４９１６２,９９７１６２,８６４高 校 卒

１８３,４２７１９１,３９３１９８,７５９１９４,４９０大 学 卒

新卒事務員 －１６３,２２５１７７,９０１１６７,０５３短 大 卒

１５３,５００１６０,６６０１６５,００３１６１,７９６高 校 卒

２００,４３３２０３,７９７２００,７９１２０１,９０８大 学 卒

新卒技術者 X１７４,３３０１８４,３８２１７８,０１２短 大 卒

１６２,５５０１６８,４７９１６１,８０９１６３,８５６高 校 卒

（注）１　金額は，基本給のほか事業所の従業員に一律に支給される給与を含めた額（採用のある事業所の平均）であり，

　　　　時間外手当，家族手当，通勤手当等，特定の者にのみ支給される給与は除いている。

　　　２　大学卒には修士課程，博士課程の修了者は含まない。

　　　３　「Ｘ」は，調査事業所が１事業所の場合である。

第１５表　行政職給料表適用者の初任給と民間初任給の比較

（参　考）
民 間 初 任 給

民 間 初 任 給
と　　の　　差

初 任 給 月 額試 験 区 分

円
１９７,６６１

円△ １,７７３ 
（△ ０.９％）

円
１９５,８８８大学卒業程度

１７２,０５４
２,５２８ 
（１.５％）

１７４,５８２短大卒業程度

１６２,８６４
△ ３,３３４ 
（△ ２.１％）

１５９,５３０高校卒業程度

（注）１　行政職給料表適用者の初任給月額は，初任給基準となる級号給の給料月額に県内地域を支給区分とした地域手当

　　　　額を加算したもの。

　　　２　民間初任給は，大学卒業程度については大学卒の新卒事務員・技術者を，短大卒業程度については短大卒の新卒

　　　　事務員・技術者を，高校卒業程度については高校卒の新卒事務員・技術者を，それぞれ対応させている。
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第１６表　企業規模別，職種別給与額等

　その１　給与比較の対象職種

１　企業規模計

平成２９年４月分平均支給額

平　均

年　齢

調　査

実人員
職　　種　　名

Ａ－Ｂ
きまって
支給する
給与  Ａ

うち時間
外手当Ｂ

円
７１０,５８８

円
１３,３５５

円
７２３,９４３

歳
４９.７

人
１２支 店 長

事
　

務
　

・
　

技
　

術
　

関
　

係
　

職
　

種

７１６,０９２９,０７１７２５,１６３５３.６３０工 場 長

６５１,２９４２,１６０６５３,４５４５３.３２１４事 務 部 長

７３５,３６６２,１０６７３７,４７２５３.５３４７技 術 部 長

５１３,４４４１,９２６５１５,３７０４９.６５７事 務 部 次 長

５８１,２３９４,０７８５８５,３１７５２.４８８技 術 部 次 長

５３２,４９２５,４３５５３７,９２７４９.３５３４事 務 課 長

６０９,３６８６,１４９６１５,５１７４９.８９３０技 術 課 長

４４８,９１８５３,７３９５０２,６５７４７.９１８３事 務 課 長 代 理

４４２,６８２５３,２３７４９５,９１９４７.３２３１技 術 課 長 代 理

３６９,４５５６３,２６３４３２,７１８４５.１７２９事 務 係 長

３８３,６８１９８,６７２４８２,３５３４５.１１,００４技 術 係 長

３２２,７４１５４,６２２３７７,３６３４１.６４４９事 務 主 任

４０２,４８１９９,２９２５０１,７７３４３.８７１１技 術 主 任

２６９,３３１４１,６７０３１１,００１３７.２２,２８０事 務 係 員

２９９,８９０６８,８１１３６８,７０１３６.７２,２１８技 術 係 員

（注）１　「中間職（部長－課長間）」とは，部長と課長の両方がいる場合で，役職，職能資格又は給与上の等級

　　　　（格付）から職責が部長と課長の間に位置付けられる者をいう。

　　　２　「中間職（課長－係長間）」とは，課長と係長の両方がいる場合で，役職，職能資格又は給与上の等級

　　　　（格付）から職責が課長と係長の間に位置付けられる者をいう。

　　　３　「中間職（係長－係員間）」とは，係長と係員の両方がいる場合で，役職，職能資格又は給与上の等級

　　　　（格付）から職責が係長と係員の間に位置付けられる者をいう。

　　　（以下本表２から４において同じ。）
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対　　　応　　　級備　　　　　　　考

本表２企業規模５００人以上，本表３企業規
模１００人以上５００人未満及び本表４企業規
模５０人以上１００人未満の対応級欄参照

構成員５０人以上の支店（社）の長及び工場の長
（取締役兼任者を除く。）

２課以上又は構成員２０人以上の部の長
職能資格等が上記部の長と同等と認められる部の長
及び部長級専門職
（取締役兼任者を除く。）

上記部長に事故等のあるときの職務代行者
職能資格等が上記部の次長と同等と認められる部の
次長及び部次長級専門職
中間職（部長－課長間）

２係以上又は構成員１０人以上の課の長
職能資格等が上記課の長と同等と認められる課の長
及び課長級専門職

上記課長に事故等のあるときの職務代行者
課長に直属し部下に係長等の役職者を有する者
課長に直属し部下４人以上を有する者
職能資格等が上記課長代理と同等と認められる課長
代理及び課長代理級専門職
中間職（課長－係長間）

係の長及び係長級専門職

係長等のいる事業所における主任
係長等のいない事業所における主任のうち，課長代
理以上に直属し部下を有する者
係長等のいない事業所において，職能資格等が上記
主任と同等と認められる主任
中間職（係長－係員間）



－52－

２　企業規模５００人以上

平成２９年４月分平均支給額

平　均

年　齢

調　査

実人員
職　　種　　名

Ａ－Ｂ
きまって
支給する
給与  Ａ

うち時間
外手当Ｂ

円

７２８,３３６

円

１５,６４６

円

７４３,９８２

歳

４９.６

人

１０支 店 長

事
　

務
　

・
　

技
　

術
　

関
　

係
　

職
　

種

７３９,１０３３１７３９,１３４５３.６２５工 場 長

７０９,２５９１,７５８７１１,０１７５３.７１３５事 務 部 長

７４９,６３５１,９３６７５１,５７１５３.４３０４技 術 部 長

５４３,１１２１,８５３５４４,９６５５０.９３３事 務 部 次 長

５８７,８６９２２４５８８,０９３５２.７７３技 術 部 次 長

５７８,３５８３,９５５５８２,３１３５０.２３３５事 務 課 長

６２７,４６９５,１２５６３２,５９４４９.９７５７技 術 課 長

４５２,９９１６１,７１２５１４,７０３４７.８１５３事 務 課 長 代 理

４５０,７３４５９,２２５５０９,９５９４６.８１７６技 術 課 長 代 理

３８７,５１１７１,４８０４５８,９９１４５.２４７８事 務 係 長

３８７,７２７１０１,９６５４８９,６９２４４.９７９４技 術 係 長

３４２,４９１６１,４３０４０３,９２１４１.８２６９事 務 主 任

４１７,３１７１０６,４１５５２３,７３２４３.８５２３技 術 主 任

２８０,６８８４６,３２４３２７,０１２３７.３１,２３５事 務 係 員

３０７,１３６７１,３５６３７８,４９２３６.９１,５８５技 術 係 員
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対　　　応　　　級備　　　　　　　考

行政職給料表９級

構成員５０人以上の支店（社）の長及び工場の長
（取締役兼任者を除く。）

２課以上又は構成員２０人以上の部の長
職能資格等が上記部の長と同等と認められる部の長
及び部長級専門職
（取締役兼任者を除く。）

上記部長に事故等のあるときの職務代行者
職能資格等が上記部の次長と同等と認められる部の
次長及び部次長級専門職
中間職（部長－課長間）

行政職給料表７級，８級
２係以上又は構成員１０人以上の課の長
職能資格等が上記課の長と同等と認められる課の長
及び課長級専門職

行政職給料表５級，６級

上記課長に事故等のあるときの職務代行者
課長に直属し部下に係長等の役職者を有する者
課長に直属し部下４人以上を有する者
職能資格等が上記課長代理と同等と認められる課長
代理及び課長代理級専門職
中間職（課長－係長間）

行政職給料表３級，４級係の長及び係長級専門職

行政職給料表２級（一部は３級，４級）

係長等のいる事業所における主任
係長等のいない事業所における主任のうち，課長代
理以上に直属し部下を有する者
係長等のいない事業所において，職能資格等が上記
主任と同等と認められる主任
中間職（係長－係員間）

行政職給料表１級
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３　企業規模１００人以上５００人未満

平成２９年４月分平均支給額

平　均

年　齢

調　査

実人員
職　　種　　名

Ａ－Ｂ
きまって
支給する
給与  Ａ

うち時間
外手当Ｂ

円

X

円

X

円

X

歳

X

人

１支 店 長

事
　

務
　

・
　

技
　

術
　

関
　

係
　

職
　

種

５９３,８２６５７,１０１６５０,９２７５３.７５工 場 長

５６１,７２９９６５６１,８２５５２.１６５事 務 部 長

６２３,３８５４,７３９６２８,１２４５５.０３３技 術 部 長

４７９,１７９２,０１１４８１,１９０４８.１２４事 務 部 次 長

５６４,７９２２６,４９５５９１,２８７４９.９１３技 術 部 次 長

４５３,００３８,７６８４６１,７７１４７.５１７３事 務 課 長

４７８,８８９１４,４９３４９３,３８２４９.４１３８技 術 課 長

４３２,８７２１３,８９６４４６,７６８４８.４２６事 務 課 長 代 理

４１６,９０７３１,６９７４４８,６０４４８.５４８技 術 課 長 代 理

３３５,２２８４４,８３４３８０,０６２４４.８２０４事 務 係 長

３６０,１３８７８,４９３４３８,６３１４７.３１７３技 術 係 長

２９４,４１８４３,８２３３３８,２４１４１.２１２３事 務 主 任

３３５,５５３６１,５２１３９７,０７４４３.５１５３技 術 主 任

２５６,１６０３６,３６２２９２,５２２３７.０８４４事 務 係 員

２７２,８９４５９,５９２３３２,４８６３５.９５３０技 術 係 員

（注）「Ｘ」は，調査実人員が１人の場合である。（以下同じ。）
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対　　　応　　　級備　　　　　　　考

行政職給料表７級，８級

構成員５０人以上の支店（社）の長及び工場の長
（取締役兼任者を除く。）

２課以上又は構成員２０人以上の部の長
職能資格等が上記部の長と同等と認められる部の長
及び部長級専門職
（取締役兼任者を除く。）

上記部長に事故等のあるときの職務代行者
職能資格等が上記部の次長と同等と認められる部の
次長及び部次長級専門職
中間職（部長－課長間）

行政職給料表５級，６級
２係以上又は構成員１０人以上の課の長
職能資格等が上記課の長と同等と認められる課の長
及び課長級専門職

行政職給料表４級

上記課長に事故等のあるときの職務代行者
課長に直属し部下に係長等の役職者を有する者
課長に直属し部下４人以上を有する者
職能資格等が上記課長代理と同等と認められる課長
代理及び課長代理級専門職
中間職（課長－係長間）

行政職給料表３級係の長及び係長級専門職

行政職給料表２級（一部は３級）

係長等のいる事業所における主任
係長等のいない事業所における主任のうち，課長代
理以上に直属し部下を有する者
係長等のいない事業所において，職能資格等が上記
主任と同等と認められる主任
中間職（係長－係員間）

行政職給料表１級
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４　企業規模５０人以上１００人未満

平成２９年４月分平均支給額

平　均

年　齢

調　査

実人員
職　　種　　名

Ａ－Ｂ
きまって
支給する
給与  Ａ

うち時間
外手当Ｂ

円

X

円

X

円

X

歳

X

人

１支 店 長

事
　

務
　

・
　

技
　

術
　

関
　

係
　

職
　

種

－－－－－工 場 長

４８２,５９７１７,３８０４９９,９７７５４.８１４事 務 部 長

５００,３７１０５００,３７１５２.９１０技 術 部 長

－－－－－事 務 部 次 長

４２９,７５０１８０４２９,９３０５８２技 術 部 次 長

４４４,０２３２,３３４４４６,３５７４９.０２６事 務 課 長

４０６,７６１１３,２７３４２０,０３４４８.２３５技 術 課 長

３８９,５１４０３８９,５１４４６.５４事 務 課 長 代 理

３７８,２００２３,３７４４０１,５７４５２.５７技 術 課 長 代 理

３１０,６６２５１,１０５３６１,７６７４４.６４７事 務 係 長

３２３,３４６５５,１２１３７８,４６７４６.４３７技 術 係 長

２７４,０４３４０,４２４３１４,４６７４１.４５７事 務 主 任

２８９,１６３７５,１４６３６４,３０９４２.５３５技 術 主 任

２３１,７２２２５,７４９２５７,４７１３７.８２０１事 務 係 員

２３２,６７０４３,２２５２７５,８９５３５.７１０３技 術 係 員
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対　　　応　　　級備　　　　　　　考

行政職給料表６級，７級

構成員５０人以上の支店（社）の長及び工場の長
（取締役兼任者を除く。）

２課以上又は構成員２０人以上の部の長
職能資格等が上記部の長と同等と認められる部の長
及び部長級専門職
（取締役兼任者を除く。）

上記部長に事故等のあるときの職務代行者
職能資格等が上記部の次長と同等と認められる部の
次長及び部次長級専門職
中間職（部長－課長間）

行政職給料表５級
２係以上又は構成員１０人以上の課の長
職能資格等が上記課の長と同等と認められる課の長
及び課長級専門職

行政職給料表４級

上記課長に事故等のあるときの職務代行者
課長に直属し部下に係長等の役職者を有する者
課長に直属し部下４人以上を有する者
職能資格等が上記課長代理と同等と認められる課長
代理及び課長代理級専門職
中間職（課長－係長間）

行政職給料表３級係の長及び係長級専門職

行政職給料表２級（一部は３級）

係長等のいる事業所における主任
係長等のいない事業所における主任のうち，課長代
理以上に直属し部下を有する者
係長等のいない事業所において，職能資格等が上記
主任と同等と認められる主任
中間職（係長－係員間）

行政職給料表１級
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　その２　給与比較の対象外職種

企業規模計

平成２９年４月分平均支給額

平　均

年　齢

調　査

実人員
職　　種　　名

Ａ－Ｂ
きまって
支給する
給与  Ａ

うち時間
外手当Ｂ

円８３３,３３７円０円８３３,３３７歳５４.９人４研 究 所 長
研

究

関

係

職

種

７０２,０９０８１４７０２,９０４５３.１９４研究部（課）長

４３２,４２９９１,７１８５２４,１４７４４.６３９研究室（係）長

５５８,８４６２２,１１２５８０,９５８４５.６１４３主 任 研 究 員

２９５,１７７４９,８５６３４５,０３３３２.５１０８研 究 員

２６９,０９２４４,７０９３１３,８０１３１.８４０研 究 補 助 員

XXXX１病 院 長

医
　

療
　

関
　

係
　

職
　

種

１,５３８,４２５１００,４４４１,６３８,８６９５９.７１２副 院 長

１,３７５,６５７１２２,６９６１,４９８,３５３５２.５３８医 科 長

１,０５３,４１４５７,９５５１,１１１,３６９４１.４５４医 師

－－－－－歯 科 医 師

５１１,８８７２,８２０５１４,７０７５２.５５薬 局 長

３３４,３６１４８,０９８３８２,４５９３８.８３３薬 剤 師

３５４,１２９４１,３５４３９５,４８３３７.９４４診療放射線技師

３１５,９９１２４,４９６３４０,４８７４０.８４７臨 床 検 査 技 師

２９３,３０６１７,８２５３１１,１３１３９.８１８栄 養 士

２８９,８００１４,７７９３０４,５７９３３.６８２理 学 療 法 士

２５８,６８８１５,６５５２７４,３４３３０.０４２作 業 療 法 士

５３５,２９８８０４５３６,１０２５８.４８総 看 護 師 長

３９６,９０４４３,４２２４４０,３２６４８.２６９看 護 師 長

３１３,８３１４６,４５０３６０,２８１３９.０１９５看 護 師

２６７,０９１３３,００３３００,０９４４６.４９１准 看 護 師

６９４,００３０６９４,００３５５.３４大 学 学 部 長

教

育

関

係

職

種

６２６,８５２２５,７７４６５２,６２６５７.３１７大 学 教 授

４９６,２９０３０,４６０５２６,７５０４８.８１６大 学 准 教 授

４１７,７８７２０,２６１４３８,０４８３８.６１１大 学 講 師

XXXX１大 学 助 教

XXXX１高 等 学 校 校 長

６４４,１５３０６４４,１５３５６.８７高 等 学 校 教 頭

４８２,４５３０４８２,４５３４１.３７６高 等 学 校 教 諭
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備　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　考

構成員５０人以上の所の長（取締役兼任者を除く。）

２室（係）以上又は構成員７人以上の部（課）の長

構成員３人以上の室（係）の長

下記研究員より上位の者（研究所長の職名を有する者，上記研究部（課）長及び研究室（係）長を除く。）

部下に医師又は歯科医師５人以上

上記病院長に事故等のあるときの職務代行者

部下に医師又は歯科医師１人以上

部下に薬剤師２人以上

部下に看護師長５人以上

部下に看護師又は准看護師５人以上
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　その３　再雇用者

企業規模計

平成２９年４月分平均支給額

平　均

年　齢

調　査

実人員
職　　種　　名

Ａ－Ｂ
きまって
支給する
給与  Ａ

うち時間
外手当Ｂ

円
６２１,９０３

円
０

円
６２１,９０３

歳
６２.２

人
３支店長・工場長

事
　

務
　

・
　

技
　

術
　

関
　

係
　

職
　

種

７７９,８３００７７９,８３０－２６０歳男性

４２３,９５４１,２７２４２５,２２６６２.４３４事務・技術部長

４３５,８３００４３５,８３０－８６０歳男性

３８４,２３５６,５５６３９０,７９１６２.８１８事務・技術部次長

４１１,４４６１７,５００４２８,９４６－６６０歳男性

４０６,２３２３,０８４４０９,３１６６２.３１７事務・技術課長

４０３,２９０４０４０３,３３０－６６０歳男性

３０５,０６６０３０５,０６６６２.７１０事務・技術課長代理

XXX－１６０歳男性

２６１,６５８１４,９９６２７６,６５４６１.５３３事務・技術係長

２９４,４３２３,１９１２９７,６２３－１４６０歳男性

２９７,９５９８,５１４３０６,４７３６２.３１５事務・技術主任

３４１,５４８４,３２３３４５,８７１－５６０歳男性

２４０,８６２２１,８９３２６２,７５５６２.４３８３事務・技術係員

２４２,０９７２９,４５１２７１,５４８－５９６０歳男性
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備　　　　　　　　　考

　 その１の１企業規模計の備考欄参照
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第１７表　民間における定期昇給制度の状況

定期昇給
制度なし

定期昇給
制度あり

項　目
役職
　段階　　企業規模 昇格昇給査定昇給自動昇給

％

５．２

％

４７．９

％

７６．７

％

４１．７

％

９４．８規　 模　 計

係　員

２．５５４．９８４．５３４．７９７．５５００人以上

８．１４５．３６４．８５１．２９１．９
１００人以上
５００人未満

４．９３６．９８１．７３９．５９５．１
５０人以上
１００人未満

１５．９４６．４７６．３３８．７８４．１規　 模　 計

課長級

２０．０５４．０８７．６３０．０８０．０５００人以上

１４．５４３．９６０．８５０．７９５．５
１００人以上
５００人未満

９．９３６．０８３．４３３．３９０．１
５０人以上
１００人未満

（注）　定期昇給制度の内容は，複数回答である。
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第１８表　民間における家族手当の支給状況

　その１　家族手当の支給状況及び配偶者に対する家族手当の見直し予定の状況

家族手当制度が
ある

配偶者に
家族手当を
支給する

配偶者に対する
家族手当を見直
す予定がない
（検討も行って
いない）

税制及び社会保
障制度の見直し
の動向等によっ
ては見直すこと
を検討する

配偶者に対する
家族手当を見直
す予定又は見直
すことについて
検討中

［７４.３％］［１４.５％］［１１.２％］（９６.４％）８６.０％

（注）１　（　）内は，家族手当制度がある事業所を１００とした割合である。

　　　２　［　］内は，配偶者に家族手当を支給する事業所を１００とした割合である。

　その２　扶養家族の構成別支給月額

支 給 月 額扶 養 家 族 の 構 成

１２,９０２円配 偶 者

１８,６６６円配 偶 者 と 子 １ 人

２３,８８２円配 偶 者 と 子 ２ 人

（注）　支給月額は，配偶者に家族手当を支給し，その支給につき配偶者の収入による制限がある事業所について算出した。

備　考　職員の場合，平成２９年度の扶養手当の支給月額は，配偶者については１０,０００円，子については１人につき８,０００円，

　　　その他の扶養親族については１人につき６,５００円である。なお，満１６歳の年度初めから満２２歳の年度末までの子がい

　　　る場合は，当該子１人につき５,０００円が加算される。
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第１９表　民間における住宅手当の支給状況

事　 業　 所　 割　 合支 給 の 有 無

６４.８％支 給 す る

３５.２％支 給 し な い

２０,０００円以上２１,０００円未満
借家・借間居住者に対する住宅手当
月額の最高支給額の並数階層　　　

 備　考　職員の場合，住居手当の現行の最高支給限度額は，２７,０００円である。

第２０表　民間における冬季賞与の考課査定分の配分状況

部長級（非役員）課　長　級係　　　員
項目

企業規模
考課査定分一定率（額）分考課査定分一定率（額）分考課査定分一定率（額）分

％
４８.６

％
５１.４

％
４８.４

％
５１.６

％
４５.４

％
５４.６規　模　計

６０.２３９.８５９.５４０.５５１.６４８.４５００人以上

３８.４６１.６４０.１５９.９４０.６５９.４
１００人以上
５００人未満

４４.４５５.６４２.７５７.３４１.９５８.１
５０人以上
１００人未満

第２１表　民間における月４５時間を超え６０時間を超えない時間外労働の割増賃金率の状況

（参考）適用事業所適 用 従 業 員

割増賃金率

累積割合割　　合累積割合割　　合

％
１１.０

％
１１.０

％
１３.０

％
１３.０３１％以上

３１.８２０.８５１.７３８.７３０％　　

３１.８－５１.７－２９％　　

３１.８－５１.７－２８％　　

３２.６０.８５２.１０.４２７％　　

３６.９４.３５６.９４.８２６％　　

１００.０６３.１１００.０４３.１２５％　　

（注）　適用従業員及び適用事業所の割合は，小数点以下第２位を四捨五入しているため，その計がそれぞれの累積割合と

　　　一致しない場合がある。


